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はじめに

　今後、所得の増大等を通じて農林水産業が魅力ある産業に生まれ変わるには、農林水産物それぞれの生
産流通事情や政策課題等に応じて、ニーズに即した研究開発をより積極的に展開していく必要があるほか、
得られた研究成果を速やかに農林水産業・食品産業の現場に社会実装する取組を強化していくことが必要
です。
　また、我が国経済の再生を確実にする原動力として、将来の持続的な発展を果たすためのブレークスルー
として科学技術イノベーション創出の重要性が指摘されているところであり、農林水産研究においても農
林水産・食品分野におけるイノベーション創出に果敢に取り組んでいくことが重要です。

　このような考えのもと、農林水産省では平成25年度から平成29年度までは、産学官の研究勢力を結
集して実施する研究開発を、基礎段階から実用化段階まで継ぎ目なく実施し、生産現場等での実用化につ
ながる研究成果を創出する「農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業」を推進してきました。

　本書は本事業のうち、平成29年度に終了した75課題（シーズ創出ステージ16課題、発展融合ステー
ジ21課題、実用技術開発ステージ３8課題）の研究成果を紹介しています。

　本書が、これからの農林水産の研究開発に利用され、農林水産業の生産現場等で直面している問題の解
決や地域産業の振興等の様々な分野で活用されることを期待しております。

　なお、農林水産省では、平成28年 4月より、農林水産・食品分野に、他分野の多様な知識・技術等を
導入する産学官連携のしくみ ｢知｣の集積と活用の場を創設し、オープンイノベーションを推進しています。
また、今後の提案公募型の研究開発においても、イノベーションの創出を目指す観点から、「知」の集積と
活用の場による取組を重点的に推進する「イノベーション創出強化研究推進事業」を実施することとして
います。

　これらの取組・事業を通じて、今後も更に、多様なアイデアと競争的環境のもとでの研究開発とそこか
ら生まれる革新的研究成果の社会実装を進めてまいります。

　平成30年 3月

農林水産省 農林水産技術会議事務局

研究推進課　産学連携室長
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バレイショのそうか病対策のための土壌酸度の簡易評価手法の確立と現場導入

〔研究タイプ〕
現場ニーズ対応型 Aタイプ

〔研究期間〕
平成２７年～２９年（３年間）

27003C
分 野 適応地域

農業－野菜

バレイショの深刻な病害であるそうか病対策のため、土壌の酸度を簡易診断する技術を確立し、病害抑制と酸

性障害回避を両立する土壌管理を可能にすることを目的とする。このため、現行の測定が煩雑な酸度指標であ

る交換酸度y1に替わる指標の土壌pH(KCl)の測定法を簡略化しマニュアルを作成することや、土壌pH(KCl)と
発病度やy1との関係を解明してpH(KCl)の基準値を策定し土壌酸度管理の指針を得ることを達成目標とする。

①都道府県やJAなどの土壌診断機関に土壌pH(KCl)の簡易測定技術を受け渡し、バレイショの土壌診断項目
として活用する。このアウトリーチ活動の一部は、現地講習会やYouTube動画公開の形で研究期間中から開
始している。

②y1とpH(KCl)の精確な読み替えが可能になったことから、pH(KCl)を土壌酸性の本質であるアルミニウムイオン
量を直接に評価する診断技術として、バレイショ以外での活用（土壌診断や土壌調査）を目指す。

①土壌pH(KCl)測定法を簡略化し、分析機関での測定を効率化した。また、専門外の普及指導担当者や生産者
でも現場で迅速簡易測定が可能な土壌分析手順のマニュアルをまとめた。

②pH(KCl)が高いとそうか病の発病リスクが、低いと酸性障害発生のリスクが高くなる。長崎県と鹿児島県のバ
レイショ産地（赤黄色土、暗赤色土、淡色黒ボク土）で、現地発病調査や栽培試験結果を踏まえてそうか病抑
制と酸性障害回避を両立するpH(KCl)基準値（3.8ないし4.0）を提示した。また、土壌特性や輪作体系の面から
酸度管理による対策が難しい北海道十勝地域では、多点の現地調査を元にそうか病対策のための管理指針
を明らかにした。

③耐酸性の異なるそうか病菌の菌種ごとに、土壌pH(KCl)と発病度の関係を解明した。

④土壌pH(KCl)とy1の関係を地域・土壌種ごとに解析して精密な換算式を提示した。

〔研究グループ〕
農研機構中央農業研究センター、農研機構九州沖縄農業研究
センター、十勝農業試験場、長崎県農林技術開発センター、鹿
児島県農業開発総合センター、十勝農業改良普及センター、
十勝農業協同組合連合会、長崎県島原振興局
〔研究総括者〕
農研機構中央農業研究センター 久保寺 秀夫

① 土壌酸度の適正管理によるそうか病抑制により１６億円の経済効果（発病が３割軽減された場合）が期
待できる。また土壌の過度の酸性化回避により収量改善や減肥が可能となり農家収益増に寄与できる。

② 土壌酸度が簡易にモニタリングできるため、現状ではそうか病を警戒して堆肥や石灰の施用が控えられ
ているバレイショ畑でもこれらの土壌改良資材が適正に施用でき、地力の長期的な維持による食糧安定
生産に貢献できる。

全国

農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業（実用技術開発ステージ）/研究紹介２０１８

１ 研究の目的・終了時達成目標

２ 研究の主要な成果

３ 開発した技術･成果の実用化・普及の実績及び今後の展開

４ 開発した技術・成果が普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

公表した主な特許・品種・論文

①久保寺秀夫他．バレイショのそうか病対策のための土壌酸性の簡易迅速診断手法．平成29年度農研機構普及成果
情報（2018）

② 白尾吏他．ジャガイモそうか病対策のための土壌酸度管理における土壌pH（KCl）指標．平成29年度鹿児島県普及
情報（2018）

③白尾吏他．ジャガイモそうか病の菌種別の土壌pH（KCl）と発病との関係．平成29年度鹿児島県研究情報（2018）

キーワード ジャガイモ、そうか病、土壌酸度、簡易診断、土壌管理

【今後の開発・普及⽬標】
① 2年後（2019年度）は、九州の課題参画県の土壌診断機関でpH(KCl)をバレイショの土壌診断項目に導入。
② 5年後（2022年度）は、バレイショの土壌診断におけるpH(KCl)の活用拡大。
③ 最終的には、pH(KCl)簡易測定をバレイショはじめ畑土壌全般での広い活用を目指す。

問い合わせ先：農研機構中央農業研究センター TEL 029-838-8827

（27003C）バレイショのそうか病対策のための土壌酸度の簡易評価手法の確立
と現場導入

研究終了時の達成目標

研究の主要な成果

実用化・普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

土壌酸度を簡易評価できる「pH(KCｌ)」の測定手法を徹底的に簡略化すると共に、バレイショの
そうか病の抑制と酸性障害回避を両立するpH(KCl)の基準値を策定して、pH(KCl) を指標とする
バレイショ畑の適正な土壌酸度管理を可能にする。

今後の展開方向

⼟壌pH(KCl)簡易測定法

そうか病：バレイショに病斑を発
生させ商品価値を激減させる土
壌病害。防除が難しいが酸性土
壌では発生が抑制される。

pH(KCl)：土壌をKCl（塩化カリウム）溶液
で抽出して測るpH。従来の土壌酸度の指
標「交換酸度y1」（測定に技術と労力が必
要）に替わる酸度指標として有望である。

⽤
語

⼟壌pH(KCl)基準値

pH(KCl) 3.6 pH(KCl) 3.9 pH(KCl) 5.0

→ pH(KCl) 基準値を4.0に設定（鹿児島県の例）

■pH(KCl)簡易測定結
果から土壌酸度が適
正かを判定できる

■pH(KCl)が基準値より
低ければ酸性矯正、
高ければ耐病性品種
導入など対応策を速
やかに決定可能

現地調査や栽培試験で
多数のデータを収集
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値

簡易測定手順を
作成

簡易測定の精度を
現場で検証

■通販や市販の器具と試薬で誰でも簡単に測定できる
■pH計を購入しても20数点以上を測れば依頼分析より安価
■現場で即時測定も可能

実験室での精密な測定に
よる値と変わらない

生土または風乾土と
約1 mol/L KCl溶液を
ねじ蓋付き容器に固液
比およそ1:2.5で採取

手で20秒間振り混ぜ
10分後以降にpH測定

測定マニュアル

バレイショ産地
での土壌診断における基本的な測定項
目としてpH(KCl)を定着させ、広く活用を
図る。

ア
ウ
ト
リ
ー
チ

活
動

産地での技術講習会 測定動画のYouTube公開

①そうか病抑制や酸性障害の回避により、農家収益を改善。
②土壌酸度の簡易評価に基づき、バレイショ畑でも堆肥や石灰（現状で

はそうか病を警戒して施用が控えられる）が適正に施用でき、地力の
維持向上による食糧安定生産に貢献。 簡易測定に基づく土壌

酸度の適正管理が実現
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バレイショのそうか病対策のための土壌酸度の簡易評価手法の確立と現場導入
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十勝農業協同組合連合会、長崎県島原振興局
〔研究総括者〕
農研機構中央農業研究センター 久保寺 秀夫

① 土壌酸度の適正管理によるそうか病抑制により１６億円の経済効果（発病が３割軽減された場合）が期
待できる。また土壌の過度の酸性化回避により収量改善や減肥が可能となり農家収益増に寄与できる。

② 土壌酸度が簡易にモニタリングできるため、現状ではそうか病を警戒して堆肥や石灰の施用が控えられ
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１ 研究の目的・終了時達成目標

２ 研究の主要な成果

３ 開発した技術･成果の実用化・普及の実績及び今後の展開

４ 開発した技術・成果が普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

公表した主な特許・品種・論文

①久保寺秀夫他．バレイショのそうか病対策のための土壌酸性の簡易迅速診断手法．平成29年度農研機構普及成果
情報（2018）

② 白尾吏他．ジャガイモそうか病対策のための土壌酸度管理における土壌pH（KCl）指標．平成29年度鹿児島県普及
情報（2018）

③白尾吏他．ジャガイモそうか病の菌種別の土壌pH（KCl）と発病との関係．平成29年度鹿児島県研究情報（2018）

キーワード ジャガイモ、そうか病、土壌酸度、簡易診断、土壌管理

【今後の開発・普及⽬標】
① 2年後（2019年度）は、九州の課題参画県の土壌診断機関でpH(KCl)をバレイショの土壌診断項目に導入。
② 5年後（2022年度）は、バレイショの土壌診断におけるpH(KCl)の活用拡大。
③ 最終的には、pH(KCl)簡易測定をバレイショはじめ畑土壌全般での広い活用を目指す。
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②土壌酸度の簡易評価に基づき、バレイショ畑でも堆肥や石灰（現状で

はそうか病を警戒して施用が控えられる）が適正に施用でき、地力の
維持向上による食糧安定生産に貢献。 簡易測定に基づく土壌

酸度の適正管理が実現
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作物被害低減のためのクロピラリド動態解明

〔研究タイプ〕
重要施策対応型

〔研究期間〕
平成２９年（１年間）

29030C
分 野 適応地域

農業－生産資材

輸入飼料を与えられた家畜の排せつ物から生産された堆肥等に残留する除草剤（クロピラリド）が原因と考

えられる野菜や花きの生育被害の発生事案が報告されている。クロピラリドは水溶性が高く難分解性とされ

るが、作物被害の低減策を講ずるには、その動態に関する知見が不十分である。

このため栽培環境および牛の飼養管理におけるクロピラリドの動態を解明し、作物被害を未然に防ぐため

の堆肥化過程から農作物の栽培環境に至る管理方法を提案することを目標とする。

①野菜、花きにおける初期生育時のクロピラリドによる影響に関しては、「飼料及び堆肥に残留する除草剤
の簡易判定法と被害軽減対策マニュアル」の追補版または改定版として広く公開するとともに、堆肥の多施
用に関する注意喚起を行う。

②栽培環境および牛の飼養管理におけるクロピラリドの動態解明に基づいた被害軽減のための技術は、今
後、実用技術へと発展させ普及させる。

①計30品目の野菜、花きにおける初期生育時のクロピラリドによる影響を明らかにした。

②土壌中クロピラリドの半減期の長短は、降水量の多少や土壌種に影響されることが推察された。

③肥育牛では乳牛の場合と同様に、クロピラリドは主に尿中に排せつされることを明らかにした。

〔研究グループ〕
農研機構 農業環境変動研究センター、野菜花き研究部門、
畜産研究部門、宮崎県農業総合試験場
〔研究総括者〕
農研機構 農業環境変動研究センター 清家 伸康

① クロピラリドによる作物被害を未然に防ぐことにより、生産農家の安定収入に貢献する。

② 作物に被害を及ぼさない堆肥を有効に活用した農産物生産により、国民への農産物および畜産物
の安定的な供給に貢献する。

全国

農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業（実用技術開発ステージ）/研究紹介２０１８

１ 研究の目的・終了時達成目標

２ 研究の主要な成果

３ 開発した技術･成果の実用化・普及の実績及び今後の展開

４ 開発した技術・成果が普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

キーワード 堆肥、クロピラリド、生理障害、野菜、花き

【今後の開発・普及⽬標】
① 2年後（2019年）までに、「飼料及び堆肥に残留する除草剤の簡易判定法と被害軽減対策マニュアル」の追
補版または改定版を発行する。
② 5年後（2022年）までに、クロピラリドによる作物被害低減技術を開発。
③ 最終的には、リスク低減技術を普及させ、クロピラリドによる作物被害を未然に回避。
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（29030C）作物被害低減のためのクロピラリド動態解明

研究終了時の達成目標

研究の主要な成果

実用化・普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

クロピラリドの動態を解明し、作物被害を未然に防ぐための堆肥化過程から農作物の

栽培環境に至る管理方法を提案する

今後の展開方向

①計30品目の野菜、花きにおける初期生育時のクロピラリドによる影響

②土壌中クロピラリド濃度の
変動要因
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とを確認

③クロピラリドの肥育牛における動態

投与したクロピラリドは
ふんや尿とともに排せつ
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分配率は

5～13% 87～95%

尿

乳牛と同様に肥育牛でもクロピラリドは主に
尿中に排せつされることを確認

①野菜、花きにおける初期生育時のクロピラリドによる影響等を「飼料及び堆肥に残留する除草剤の簡
易判定法と被害軽減対策マニュアル」の追補版または改定版として反映。

②被害軽減のための技術を、実用技術へと発展させ普及させる。

クロピラリドによる
生育障害の発生を

未然に回避

●マニュアルの追補版または改定
版を広く公開

●被害軽減のための技術を開発

生産農家の安定収入と
農畜産物の安定供給に

貢献

土壌中クロピラリド濃度ごとに症状
を5段階で判定

野菜類 花き類

作物 品種

土壌中クロピラリド濃度
(µg/kg-DW）
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ナス科
トマト りんか409

トマト 桃太郎8

中玉トマト フルティカ

ミニトマト アイコ

ミニトマト キャロル7

ミニトマト 千果

ナス 千両二号

ナス 筑陽

ピーマン 京鈴

ピーマン みやざきグリーン

シシトウ 葵ししとう

マメ科
サヤエンドウ ニムラサラダスナップ

エダマメ 湯上がりむすめ

ソラマメ 陵西一寸

ウリ科
キュウリ 千秀２号

ニガウリ あばしゴーヤ

野菜・花きの初期生育時に影響が生じうる土壌中濃度を解明

（
ミ

リ
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判断基準 色 症状

症状なし -

判別不可①
栽培条件によっては症状が出
る可能性がある。

判別不可② 栽培条件によって症状が出る。

症状あり①
単一の症状のみ（種類は問わ
ない）。

症状あり②
複数の症状または生育上致命
的な症状あり。
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ヒマワリ F1サンリッチ フレッシュレモン

コスモス ベルサイユ ピンク

マリーゴールド デュランゴ イエロー

ヒャクニチソウ F1ドリームランド スカーレット

アスター ステラ スカーレット

リンドウ科
リンドウ 安代の秋 * * *

トルコギキョウ レイナ ホワイト

スミレ科
パンジー よく咲くスミレ パイナップル

*側枝数の減少が確認されたが、長期試験（1年程度）での再確認が必要である
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の簡易判定法と被害軽減対策マニュアル」の追補版または改定版として広く公開するとともに、堆肥の多施
用に関する注意喚起を行う。
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②土壌中クロピラリドの半減期の長短は、降水量の多少や土壌種に影響されることが推察された。

③肥育牛では乳牛の場合と同様に、クロピラリドは主に尿中に排せつされることを明らかにした。
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農研機構 農業環境変動研究センター、野菜花き研究部門、
畜産研究部門、宮崎県農業総合試験場
〔研究総括者〕
農研機構 農業環境変動研究センター 清家 伸康

① クロピラリドによる作物被害を未然に防ぐことにより、生産農家の安定収入に貢献する。

② 作物に被害を及ぼさない堆肥を有効に活用した農産物生産により、国民への農産物および畜産物
の安定的な供給に貢献する。
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農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業（実用技術開発ステージ）/研究紹介２０１８

１ 研究の目的・終了時達成目標

２ 研究の主要な成果

３ 開発した技術･成果の実用化・普及の実績及び今後の展開

４ 開発した技術・成果が普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

キーワード 堆肥、クロピラリド、生理障害、野菜、花き

【今後の開発・普及⽬標】
① 2年後（2019年）までに、「飼料及び堆肥に残留する除草剤の簡易判定法と被害軽減対策マニュアル」の追
補版または改定版を発行する。
② 5年後（2022年）までに、クロピラリドによる作物被害低減技術を開発。
③ 最終的には、リスク低減技術を普及させ、クロピラリドによる作物被害を未然に回避。
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目的・趣旨
我が国の農林水産・食品分野の競争力を強化し飛躍的に成長させていくためには、従来の常識を覆す革新

的な技術・商品・サービスを生み出す研究開発が必要です。このため、農林水産省において、平成２８年４

月に、様々な分野のアイデア・技術等を導入した産学官連携研究を促進するオープンイノベーションの場と

して、｢知｣ の集積と活用の場が創設されました。今後の提案公募型の研究開発においても、革新性をより高

めてイノベーションの創出を目指す観点から、「知」の集積と活用の場による取組を重点的に推進することと

されました。

本事業は、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物系特定産業技術研究支援センターにお

いて、従来の常識を覆す革新的な技術・消費・サービスを生み出していくイノベーションの創出を目的として、

「知」の集積と活用の場による研究開発を重点的に推進することとし、研究課題を公募し、採択された案件に

対し研究を委託するものです。

本事業では、革新的なシーズを創出する独創的でチャレンジングな基礎段階の研究開発を「基礎研究ステー

ジ」、基礎研究で創出された研究シーズを基にした応用段階の研究開発を「応用研究ステージ」、応用研究等

の成果を社会実装するための実用化段階の研究開発を「開発研究ステージ」と設定し、実施した研究課題に

おいて優れた成果や有望な将来性が見込める成果を創出した場合は、再度の公募を介さずに移行できるシー

ムレスの仕組みを導入しています。

事業の概要
①基礎研究ステージ

研究機関等の独創的なアイデアや基礎科学など萌芽段階の研究を基に、革新的な研究シーズを創出するチャ

レンジングな基礎研究が対象です。

【応募要件】

単独の研究機関又は研究グループ。

「知」の集積と活用の場からの提案については、同一の研究開発プラットフォームにおける２セクター（※）

以上の研究機関等で構成される研究コンソーシアム。

【研究費の上限、研究実施期間】

（参考 1）イノベーション創出強化研究推進事業の概要
平成30年度

応募者の区分 研究費の上限 研究実施期間

「知」の集積と活用の場以外からの提案 3,000万円／年 ３年以内

「知」の集積と活用の場からの提案 5,000万円／年 ３年以内



②応用研究ステージ

農林水産省の研究資金や他の研究資金による基礎研究で創出された研究シーズを基にした実用化段階の研

究開発に向けた応用研究が対象です。

【応募要件】

研究グループ。（研究グループの構成に特段の要件はなし）

「知」の集積と活用の場からの提案については、同一の研究開発プラットフォームにおける２セクター（※）

以上の研究機関等で構成される研究コンソーシアム。

【研究費の上限、研究実施期間】

③開発研究ステージ

応用研究で創出された研究シーズを基にした、農林水産分野・食品分野における生産現場の課題解決を図

る実用化段階の研究開発を対象としています。そのため、前提条件として、十分な基礎・応用研究での知見

及びそれに基づく技術シーズの蓄積があることが必要です。

【応募要件】

２つ以上のセクターの研究機関等から構成される研究グループ

「知」の集積と活用の場からの提案については、同一の研究開発プラットフォームにおける２セクター（※）

以上の研究機関等で構成される研究コンソーシアム。

【研究費の上限、研究実施期間】

（※）研究機関等の分類

応募する研究機関等を以下のⅠ～Ⅳのセクターに分類します。

応募者の区分 研究費の上限 研究実施期間

「知」の集積と活用の場以外からの提案 3,000万円／年 ３年以内

「知」の集積と活用の場からの提案 5,000万円／年 ３年以内

セクターⅠ 都道府県、市町村、公立試験研究機関及び地方独立行政法人

セクターⅡ 大学及び大学共同利用機関

セクターⅢ 独立行政法人、特殊法人及び認可法人

セクターⅣ 民間企業、公益・一般法人、ＮＰＯ法人、協同組合及び農林漁業者

応募者の区分 研究費の上限 研究実施機関

「知」の集積と活用の場以外からの提
案（マッチングファンド方式の適用
の有無にかかわらない）

3,000万円／年 ３年以内
（育種研究は５年以内）

「知」の集積と活用の場からの提案

①マッチングファンド方式の適用
がある場合 15,000 万円／年 ５年以内

②マッチングファンド方式の適用
がない場合 5,000万円／年 ３年以内

（育種研究は５年以内）



目的・趣旨
本事業は、分野横断的に民間企業等の研究勢力を呼び込んだ形で、国内の研究勢力の結集や人材交流の活

性化を図るとともに、革新的な技術の開発を基礎研究から実用化研究まで継ぎ目なく支援し、ブレークスルー

となる技術を効果的・効率的に開発することにより、農林水産・食品分野の成長産業化を早急に図ることを

目的として研究課題を公募し、採択された案件に対し研究を委託するものです。

本事業では、基礎段階の研究（シーズ創出ステージ）、応用段階の研究（発展融合ステージ）、実用化段階

の研究（実用技術開発ステージ）の各研究ステージごとに研究課題の公募を実施しますが、優れた研究成果

を創出した研究課題については、次の研究ステージに移行するに当たり、再度の公募を経ずに、移行できる

仕組み（シームレス）を導入しています。

事業の概要
①シーズ創出ステージ

　理工系や医学系を含む多様な研究機関等の独創的なアイデアや基礎科学など萌芽段階の研究を基に、農林

水産・食品分野の諸課題の解決や革新的な技術の開発につながる技術シーズ（新技術や新事業の創出につな

がる技術要素）を開発するための目的基礎研究を対象とします。

１. 一般型

本研究区分においては、将来アグリビジネスにつながる革新的なシーズを創出する基礎段階の研究開発を

実施する研究課題を対象とします。

【研究実施期間】３年以内

【研究費上限額】１千万円以内／年

【応募要件】単独の研究機関又は研究グループによる応募

２. 重要施策対応型

他府省との連携により技術開発等を推進する重要な施策である総合特区、地域イノベーション戦略推進地

域及び地域活性化プラットフォームにおけるモデルケースに指定された地区・地域において、その構想を実

現するために必要な基礎段階の研究開発を実施する研究課題を対象とします。（総合特区計画等において位置

づけがなされていない研究計画は本研究区分の対象外となります。）

【研究実施期間】３年以内

【研究費上限額】１千万円以内／年

【応募要件】単独の研究機関又は研究グループによる応募

（参考 2）農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業の概要
平成29年度



②発展融合ステージ

　農林水産省の研究資金や他の研究資金による基礎研究で開発・確立された研究成果を発展させ、農林水産・

食品分野の諸課題の解決や革新的な技術の開発につなげるための応用研究を対象とします。

１. 産学機関結集型

　産学の研究機関が結集し、医療、工学、情報通信分野といった異業種との融合等を進めることにより、技

術シーズの実用化に向けた発展研究や新たな発想に基づく用途開発研究を対象とします。

【研究実施期間】３年以内

【研究費上限額】Ａタイプ：３千万円以内／年、Ｂタイプ：１千万円以内／年

【応募要件】原則として研究グループによる応募

２. 重要施策対応型

他府省との連携により技術開発等を推進する重要な施策である総合特区、地域イノベーション戦略推進地

域及び地域活性化プラットフォームにおけるモデルケースに指定された地区・地域において、その構想を実

現するために必要な発展段階の研究開発を実施する研究課題を対象とします。（総合特区計画等において位置

づけがなされていない研究計画は本研究区分の対象外となります。）

【研究実施期間】３年以内

【研究費上限額】１千万円以内／年

【応募要件】原則として研究グループによる応募

③実用技術開発ステージ

農林水産・食品分野における生産現場等の技術的課題の解決を図る実用化段階の研究開発を実施する研究

課題を以下の研究区分で公募します。なお、「現場ニーズ対応型」及び「重要施策対応型」では、下記のⅠ～

Ⅳのセクターのうち、２セクター以上の研究機関等から構成される共同研究グループでの応募が必須となり

ます。

セクターⅠ：都道府県、市町村、公設試験研究機関、地方独立行政法人

セクターⅡ：大学、大学共同利用機関

セクターⅢ：独立行政法人、特殊法人、認可法人

セクターⅣ：民間企業、公益・一般法人、ＮＰＯ法人、協同組合、農林漁業者

１. 現場ニーズ対応型

　農林水産・食品産業の現場の多様なニーズに対応した実用技術の開発を推進するために、現場の課題解決

を早急に図る必要性が高い研究課題を対象とします。

【研究実施期間】３年以内

【研究費上限額】Ａタイプ：３千万円以内／年

Ｂタイプ：１千万円以内／年



【応募要件】２以上のセクターから構成される研究グループ（また、「普及・実用化支援組織」の参画が必須） 

による応募

２. 重要施策対応型

他府省との連携により技術開発等を推進する重要な施策である総合特区、地域イノベーション戦略推進地

域に指定された地区・地域及び地域活性化プラットフォームにおけるモデルケースに指定された地区・地域

において、総合特区計画及び地域イノベーション戦略を実現するために必要な実用化段階の研究を実施する

研究課題を対象とします。（このため、総合特区計画等において位置づけがなされていない研究計画は本研究

区分の対象外となります。）また、年度途中に災害等の不測の事態が発生し、緊急に対応を要する研究課題が

生じた場合は、本研究区分で対応します。

【研究実施期間】３年以内

【研究費上限額】１千万円以内／年

【応募要件】２以上のセクターから構成される研究グループ（また、「普及・実用化支援組織」の参画が必須） 

による応募

３. 育種対応型

「新品種・新技術の開発・保護・普及の方針」（平成２５年１２月攻めの農林水産業推進本部決定）を踏まえ、

実需者等のニーズを取り入れ、研究期間終了後に生産現場で確実に普及できる新品種の開発を対象とします。

Ａタイプ：複数の研究機関が連携し、開発する品種が広域的に普及することが確実に見込まれる研究課題、

又はタイプの違う（例えば、パン用と菓子用小麦）複数の品種開発を行う研究課題を対象とし

ます。

【研究実施期間】５年以内

【研究費上限額】２千万円以内／年

【応募要件】複数の研究機関（同一セクター内の研究機関等で研究グループを構成することが可能です。た

だし、セクターⅢの研究機関等のみで構成される研究グループでの応募は認めません。）によ

る応募（実需者及び生産者の参画が必須）

Ｂタイプ：地域における重要品目について、開発する品種の普及が確実に見込まれる研究課題を対象とし

ます。

【研究実施期間】５年以内

【研究費上限額】１千万円以内／年

【応募要件】研究グループによるほか、単独の研究機関による応募（実需者及び生産者の参画が必須）

研究グループの構成要件はＡタイプと同様です。




